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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

平成22年2月1日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はな

い。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 転換社債の株式転換による増加である。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,005,819 同左
東京証券取引所
市場第一部 
福岡証券取引所 

単元株式数は1,000株である。

計 83,005,819 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成８年４月１日～ 
平成９年３月31日 1,943 83,005 763 7,901 762 7,889

─ 23 ─



(6) 【所有者別状況】 

平成22年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式8,557,977株は、「個人その他」に8,557単元、「単元未満株式の状況」に977株含まれている。 

  

(7) 【大株主の状況】 

平成22年３月31日現在 

 
(注)１ 当社は自己株式を8,557,977株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合10.31％）保有しているが、当該

自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記の大株主から除いている。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 51 26 84 110 ― 3,904 4,175 ―

所有株式数 
(単元) 

― 20,887 376 27,316 6,419 ― 27,195 82,193 812,819 

所有株式数 
の割合(％) 

― 25.41 0.46 33.23 7.81 ― 33.09 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通二丁目１－82 22,294 26.85 

九電工従業員持株会 福岡市南区那の川一丁目23－35 4,464 5.37 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 3,668 4.41 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13－１ 3,393 4.08 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 2,589 3.11 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,239 2.69 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 1,686 2.03 

九電工労組 福岡市南区那の川一丁目24番１号 1,171 1.41 

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神一丁目11－17 1,142 1.37 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,133 1.36 

計 ― 43,781 52.74 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成22年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年３月31日現在 

 
  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 8,557,000 

― ― 

(相互保有株式)
普通株式    45,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

73,591,000
73,591 ― 

単元未満株式 
普通株式 

812,819
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 83,005,819 ― ― 

総株主の議決権 ― 73,591 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱九電工 

福岡市南区那の川一丁目
23―35 8,557,000 ― 8,557,000 10.31 

(相互保有株式) 
㈱九建 

福岡市中央区清川二丁目
13―６ 43,000 ― 43,000 0.05 

(相互保有株式) 
西技工業㈱ 

福岡市中央区渡辺通二丁目
９―22 2,000 ― 2,000 0.00 

計 ― 8,602,000 ― 8,602,000 10.36 
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていない。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

 当事業年度における取得自己株式 15,101 8,934,454 

 当期間における取得自己株式 4,966 2,774,414 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(  ―  ) ― ― ― ―

保有自己株式数 8,557,977 ― 8,562,943 ―
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当社は、安定配当を基本に、将来の企業体質強化を念頭においた内部留保の充実にも意を用いることと

している。 

 また、事業展開の節目や業績などを勘案して、記念配当や特別配当を適宜実施し、株主に対する利益還

元に努めている。 

なお、内部留保については、新規事業の開拓や研究開発の強化ならびに安全面や作業効率向上など、中

長期的な視点で有効投資を行っていく所存である。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の配当を行っており、これらの配当の決定機関は、取締役会とす

る旨を定款に定めている。 

当期の期末配当金については、予定通り１株当たり５円とし、先に実施した中間配当金（１株当たり５

円に記念配当２円を加えた７円）と合わせ、１株当たりの年間配当金は１２円となる。 

  

第82期の剰余金の配当は以下のとおりである。 

 
  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

平成21年10月30日 
取締役会決議 521 7 

平成22年５月12日 
取締役会決議 372 5 

４ 【株価の推移】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 850 796 765 804 685

最低(円) 608 523 457 464 493

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 571 546 564 589 548 565

最低(円) 528 493 510 539 515 516
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数 
(千株)

取締役会長 
  

代表取締役
 河 部 浩 幸 昭和14年６月18日

昭和38年４月 当社入社 

(注)２ 97 

平成６年７月 熊本支店長 

平成８年６月 取締役 熊本支店長 

平成９年６月 常務取締役 営業副本部長 

平成11年６月 専務取締役 東京支店長 

平成12年６月 専務取締役 東京本部長兼東京支店長 

平成13年６月 代表取締役副社長、営業本部長兼務 

平成14年６月 代表取締役社長、営業本部長兼務 

平成15年６月 代表取締役社長 

平成19年６月 代表取締役会長(現) 

取締役社長 
  

代表取締役
 橋 田 紘 一 昭和17年９月29日

平成13年６月 九州電力株式会社 常務取締役 

(注)２ 50 平成19年６月 同社 常務取締役退任 

平成19年６月 当社代表取締役社長(現) 

取締役 
副社長執行役員

東京本社 
代表

浦 田 忠 秋 昭和20年９月10日

昭和45年６月 当社入社 

(注)２ 49 

平成11年６月 長崎支店長 

平成14年６月 取締役 営業副本部長兼営業統括部長 

平成15年６月 取締役 東京副本部長兼東京支店副支

店長 

平成16年６月 常務取締役 東京副本部長兼東京支店

副支店長 

平成17年４月 常務取締役 営業本部長兼空調管コス

トダウン推進部長 

平成17年６月 専務取締役 営業本部長兼空調管コス

トダウン推進部長 

平成18年４月 専務取締役 営業本部長 

平成20年６月 取締役 専務執行役員 営業本部長 

平成22年４月 取締役 専務執行役員 東京本社代表 

平成22年６月 取締役 副社長執行役員 東京本社代表

(現) 

取締役

専務執行役員

営業本部長 
営業全般、 
技術全般 

担当

西 村 松 次 昭和22年８月５日

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 40 

平成14年８月 佐賀支店長 

平成16年６月 取締役 佐賀支店長 

平成17年４月 取締役 福岡支店長 

平成18年６月 常務取締役 福岡支店長 

平成20年６月 専務執行役員 福岡支店長 

平成21年６月 取締役 専務執行役員 福岡支店長 

平成22年４月 取締役 専務執行役員 営業本部長(現) 

取締役 

専務執行役員

人財開発、 
人事労務、 
資材担当

谷 口 筆 敏 昭和23年２月４日

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 27 

平成16年４月 宮崎支店長 

平成17年６月 取締役 宮崎支店長 

平成19年４月 取締役 電力本部長 

平成19年６月 常務取締役 電力本部長 

平成20年６月 取締役 常務執行役員 

平成21年６月 取締役 専務執行役員(現) 

取締役 

専務執行役員

社長室・ 
業務監査

佐々木 健 一 昭和24年11月14日

昭和43年４月 当社入社 

(注)２ 38 

平成13年６月 営業本部営業開発部長 

平成15年６月 取締役 営業副本部長兼営業開発部長 

平成17年４月 取締役 営業本部副本部長 

平成17年６月 常務取締役 営業本部副本部長 

(内部統制)、 平成18年４月 常務取締役 電力本部長 

研究開発 

担当

平成19年４月 常務取締役 

平成19年６月 常務取締役 経営調査室長 

平成20年６月 取締役 常務執行役員 電力本部長 

平成21年４月 取締役 常務執行役員 

平成22年６月 取締役 専務執行役員(現) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数 
(千株)

取締役

常務執行役員

営業本部 
副本部長 
技術全般 

担当

柴 田 和 男 昭和22年４月28日

昭和48年４月 当社入社 

(注)２ 24 

平成18年４月 営業本部副本部長 

平成18年６月 取締役 営業本部副本部長 

平成20年６月 取締役 執行役員 営業本部副本部長 

平成21年６月 取締役 常務執行役員 営業本部副本

部長(現) 

取締役 

常務執行役員

電力本部長 

安全・品質 

担当

長 木   修 昭和24年４月28日

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 29 

平成17年９月 熊本支店長 

平成18年６月 取締役 熊本支店長 

平成20年６月 執行役員 熊本支店長 

平成21年４月 執行役員 電力本部長 

平成21年６月 取締役 常務執行役員 電力本部長

(現) 

取締役 

常務執行役員

エコ事業推

進本部長
長 﨑 孝 博 昭和25年２月３日

昭和48年４月 当社入社 

(注)２ 22 

平成16年４月 資材部長 

平成18年６月 取締役 資材部長 

平成19年４月 取締役 営業本部副本部長兼空調管技

術部長 

平成20年６月 取締役 執行役員 営業本部副本部長 

平成21年４月 取締役 執行役員 エコ事業推進本部

長兼営業本部副本部長 

平成21年６月 取締役 常務執行役員 エコ事業推進

本部長兼営業本部副本部長 

平成22年４月 取締役 常務執行役員 エコ事業推進

本部長(現) 

取締役 

常務執行役員

情報通信 

本部長 

事業開発 

担当

首 藤 英 明 昭和27年10月１日

平成15年６月 株式会社西日本銀行(現 株式会社西日

本シティ銀行) 福岡地区本部副部長 

(注)２ 16 

平成15年９月 当社入社 

平成19年４月 情報通信本部長 

平成19年６月 取締役 情報通信本部長 

平成20年６月 取締役 執行役員 情報通信本部長 

平成21年６月 取締役 常務執行役員 情報通信本部

長(現) 

取締役 

常務執行役員

総務、 

情報管理 

担当

馬場﨑 紀 文 昭和25年９月26日

昭和49年４月 当社入社 

(注)２ 16 

平成18年４月 総務部長 

平成19年６月 取締役 総務部長 

平成20年５月 取締役 鹿児島支店長 

平成20年６月 執行役員 鹿児島支店長 

平成22年４月 執行役員 

平成22年６月 取締役 常務執行役員(現) 

取締役 

常務執行役員

経理、 

経営企画 

担当

荒 木 俊 洋 昭和26年４月27日

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 30 

平成17年４月 北九州支店長 

平成19年６月 取締役 北九州支店長 

平成20年６月 執行役員 北九州支店長 

平成22年４月 執行役員 

平成22年６月 取締役 常務執行役員(現) 

取締役 
常務執行役員

福岡支店長 安 部 誠 司 昭和21年８月23日

昭和45年４月 当社入社 

(注)２ 18 

平成17年４月 沖縄支店長 

平成20年６月 執行役員 沖縄支店長 

平成22年４月 執行役員 福岡支店長 

平成22年６月 取締役 常務執行役員 福岡支店長

(現) 
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(注)１ 監査役 松尾新吾、土屋直知及び小川弘毅は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

(注)２ 取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。 

(注)３ 監査役 那須一隆の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株

主総会終結の時までである。 

(注)４ 監査役 江頭正紀の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株

主総会終結の時までである。 

(注)５ 監査役 松尾新吾、土屋直知及び小川弘毅の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成

25年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

(注)６ 当社は執行役員制度を採用している。取締役兼務者を除く執行役員は、平成22年６月30日現在で次の12名で

ある。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数 
(千株)

監査役 

常勤
 那 須 一 隆 昭和24年10月25日

昭和43年４月 当社入社 

(注)３ 19 
  

平成15年７月 営業本部空調管技術部長 

平成19年４月 監査役室付部長 

平成19年６月 監査役(現) 

常勤 

監査役
 江 頭 正 紀 昭和25年１月６日

昭和47年４月 当社入社 

(注)４ 15 

平成15年７月 企画部長 

平成17年４月 経営改革推進本部経営企画部長 

平成20年４月 監査役室付部長 

平成20年６月 監査役(現) 

監査役 

非常勤
 松 尾 新 吾 昭和13年５月19日

平成９年６月 九州電力株式会社 取締役 

(注)５ ―

平成10年６月 同社 常務取締役 

平成11年６月 監査役(現) 

平成15年６月 九州電力株式会社 代表取締役社長 

平成19年６月 九州電力株式会社 代表取締役会長 

(現) 

監査役 

非常勤
 土 屋 直 知 昭和20年５月５日

平成７年６月 株式会社正興電機製作所 常務取締役 

(注)５ 16 

平成９年６月 同社 代表取締役社長 

平成14年６月 監査役(現) 

平成17年６月 株式会社正興電機製作所 代表取締役

会長 

平成20年３月 同社 最高顧問(現) 

監査役 

非常勤
 小 川 弘 毅 昭和16年９月21日

平成12年６月 西部瓦斯株式会社 専務取締役 

(注)５ 6 

平成14年６月 同社 代表取締役副社長 

平成15年６月 同社 代表取締役社長 

平成17年６月 監査役(現) 

平成20年４月 西部瓦斯株式会社 代表取締役会長

(現) 

計 512 

 常務執行役員 熊本支店長 丸 山 明

 常務執行役員 東京本社統括本部長 山 下 公 成 

 常務執行役員 東京本社統括本部営業開発推進本部長 猪 野 生 紀 

 常務執行役員 宮崎支店長 新 宅 和 博 

 執行役員 大分支店長 山 下 幸 春 

 執行役員 電力本部副本部長 西 野 慎 吾 

 執行役員 東京本社統括本部営業本部長 久木元 孝 行 

 執行役員 東京本社統括本部技術本部長 齋 藤 芳 栄 

 
執行役員 

関連事業部長兼海外事業室長
(関連事業担当) 

檜 垣 博 紀 

 執行役員 長崎支店長 上 田 宰 二 

 執行役員 経理部長 塩 月 輝 雄 

 執行役員 エコ事業推進本部副本部長 北 村 邦 彦 

─ 30 ─



(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① 企業統治の体制 

当社は、株主、お客様、地域社会をはじめとするステーク・ホルダーから支持され、信頼される「九

電工ブランド」を確立し、企業経営を適正かつ効率的に行うため、「コーポレート・ガバナンスの充

実」を重要な経営課題の一つとして掲げ、法令遵守・企業倫理を徹底し、持続的な企業価値の向上に誠

実に取り組み、企業の社会的責任を果たしていきたいと考えている。 

  また、当社は、わが国の歴史、文化、法律などの風土に適した、取締役会及び監査役会設置会社制度

を基軸とする株式会社制度を採用するなかで、取締役会の「意思決定・監督機能」と「業務執行機能」

を分離し、効率的かつスピーディーな経営を実践することを目的とした「執行役員制度」を導入すると

ともに、業務のリスク管理及び効率性と適法性との調和を確保し、維持するため、「内部統制システ

ム」を構築するなど、「コーポレート・ガバナンスの充実」を図っていく。 

  

当社は、取締役は15名以内とし、取締役の選任は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上に当たる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めてい

る。 

当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の強化と効率的かつスピーディーな経営を実践するため

に、執行役員制度を導入し、取締役会は、重要事項の決定及び業務執行の監督を行い、執行役員は取締

役会の決定に基づき、業務執行に専念する体制としている。 

 また、当社は、原則として取締役13名（全て社内取締役）で組織される取締役会を毎月開催するほ

か、経営会議（毎週１回）、支店長会議（年10回）を定期的に開催し、取締役会付議事項のうち、予め

協議を要する事項及び重要な業務の実施に関する事項について協議、並びに業務執行状況の確認を行っ

ている。 

当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定め

る事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によ

って定める旨を定款に定めている。 

  

当社は、監査役が株主から直接選任され、監査の主体と客体の峻別がなされていることや、法的に監

査役の権限と独立性が担保されていることから、監査役制度を採用している。 

 監査役会は、社外監査役３名を含む５名で構成され、取締役会やその他の重要会議に出席し、経営全

般に関する客観的かつ公正な意見陳述を行うとともに、取締役の業務執行に対しての適法性及びリスク

管理への対応などを含めた妥当性の監査を継続的に実施している。また、子会社の業務・財産の状況を

調査し、グループ全般の監視・監督機能を果たしている。 

さらに、外部の視点から経営を点検・確認するために選任された社外監査役３名は、中立的、客観的

立場から取締役等の業務執行状況等を監視・監督している。社外監査役３名とはいずれも当社と会社法

第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は法令に

定める額としている。また、一般株主との利益相反など株主保護の体制も考慮し、２名を東京証券取引

所及び福岡証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、監査役監査機能の一層の充実を図ってい

る。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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当社は、コンプライアンスの基本方針及び活動内容の決定・諸計画の立案、実施方法の決定・対策協

議等を行うコンプライアンス委員会（代表取締役社長を委員長とする）を設置している。また、業務監

査室が行う内部監査結果（改善対策等を含む）が報告される内部統制委員会（代表取締役社長を委員長

とする）を設置している。 

なお、当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨を定款に定めている。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。 

  

内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況について、当社は、今日まで積み重

ねてきた法令遵守の経営体制と企業文化を生かしつつ、企業経営を適正かつ効率的に行う「コーポレー

ト・ガバナンスの充実」を図り、継続的な発展を期するため、「取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制」の構築を図っている。 

 また、業務のリスク管理及び適法性と効率性との調和を確保し、維持するための仕組みを構築するこ

とにより、当社及びグループ会社にわたるコンプライアンス活動を活発に行い、経営の透明性と公正性

を高めることで、株主、お客様、地域社会をはじめとするステーク・ホルダーからの信頼に応えながら

広く社会に貢献し、「企業価値の向上」に取り組んでいる。 

当社は平成20年3月31日開催の取締役会において「内部統制システム構築に関する基本方針」（平成18

年５月17日取締役会決議）に「反社会的勢力との関係遮断」を追加して決議している。 

 なお、当社の主な内部統制システムとリスク管理体制の整備状況は、以下のとおりである。 

１．当社は、九電工行動憲章の制定、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会の設置

を行うなど、経営者自らが内部統制の環境整備を行っている。総務部をコンプライアンス担当部

署とし、コンプライアンス規程・マニュアル等の策定改定、コンプライアンス教育の継続的な実

施を行っており、また、役員・従業員が直接報告を可能とするコンプライアンス相談窓口の整備

と運用等を行っている。各担当取締役は、各業務部門固有のコンプライアンス・リスクを分析

し、問題点を洗い出し、その対策を具体化している。また、反社会的勢力からの不当要求等に対

しては、組織全体で毅然として対応し、一切の関係を遮断している。 

２．代表取締役社長は、文書管理取締役を任命し、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

つき、文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、適正に保管

している。 

３．企業経営に係るリスク管理については、それぞれの担当部署において規則・ガイドラインの制

定、研修等を行うと同時に、総務部において組織横断的リスク状況の監視・対応を行っている。 

４．取締役の職務執行が効率的に行われるために、組織及び職務権限規程において、各部署の分掌事

項や基本的役割を定めるとともに、経営会議の設置、中期経営計画の策定等を行っている。 

５．企業集団における業務の適正を確保するため、グループ会社がコンプライアンス体制を構築でき

るよう助言指導するとともに、情報の共有化を図っている。また、グループ会社からの事業に関

する報告及び重大事項に関する事前協議等を行っている。 
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② 内部監査及び監査役監査 

内部監査を実施する業務監査室(9名)は、各部署における経営諸活動が経営方針に基づき遂行されてい

るかを検討・評価することに加え、規程、職務権限、マニュアル等の社内ルールに沿って適正に処理さ

れているかを監査し、その監査結果を担当取締役及び担当執行役員または内部統制委員会へ報告してい

る。内部監査結果の報告を受けた担当取締役及び担当執行役員は、改善策を策定のうえ、必要に応じ、

取締役会等へ報告している。 

 また業務監査室は、被監査機関に対し、改善のための助言・勧告を行うとともに、改善対策報告書の

提出を求め、改善に向けたフォローアップを行うなど、必要に応じた事後点検監査を実施している。 

監査役監査は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画に従って実施している。具体的には、取締役

会その他重要な会議に出席するほか、取締役などからその職務の執行状況の聴取、重要な決裁書類など

の閲覧、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況の調査などを行っている。また、必要に応

じて子会社に対し営業の報告を求め、子会社の業務・財産の状況を調査し、グループ全般の監視・監督

機能を果たしている。 

 また、監査役及び監査役会の職務を補佐するために監査役室を設置して専属従業員(3名)を配置し、効

率的な監査役監査活動が実現できるように努めている。なお、監査役会は専属従業員の人事異動につい

て、人事担当取締役より事前報告を受けるとともに理由を付して変更を申し入れることができる。 

 監査役は、会計監査人から、会計監査計画の概要及び監査の実施結果について定期的に報告を受ける

とともに、必要に応じて相互に情報交換及び意見交換を行っている。また、監査役は、会計監査人選任

に関する同意権等を行使することにより、経営からの独立性を確保し、会計監査人監査の実効性確保に

も努めている。 

 業務監査室は実施した内部監査結果について監査役に逐次報告及び意見交換を行うなど、内部監査と

監査役監査は連携を強化することで、コーポレート・ガバナンスの向上に努めている。 

 業務監査室は、会計監査人の会計監査時の内部統制上の疑義について調査等を行い、当社の見解を報

告するなどの相互連携を行っている。 

  

③ 社外取締役及び社外監査役 

当社の取締役13名はすべて社内取締役であり、社外取締役は選任していない。監査役は５名で、この

うち社外監査役として３名を選任している。 

 社外監査役３名のうち松尾新吾は、当社の筆頭株主である九州電力株式会社の代表取締役会長であ

り、同社は当社議決権数の30.45％（直接所有30.29％、間接所有0.16％）を所有しており、当社は同社

の関連会社にあたり、同社との間で配電工事委託契約を締結し、当社が配電設備等の工事を施工してい

る。 

 また、当事業年度末現在において、同社から４名の出向者を受け入れている。 

土屋直知は、現在、株式会社正興電機製作所の最高顧問であり、同社は当社議決権数の0.73％を所有

しており、当社とは商品機械仕入等の取引関係がある。 

小川弘毅は、現在、西部瓦斯株式会社の代表取締役会長であり、同社は当社議決権数の0.85％を所有

しており、当社とは工事請負契約等の取引関係がある。 
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社外監査役３名については、企業経営者として有している豊富な経験、幅広い知見からの経営全般の

監視と有効な助言が期待できるため、選任している。さらに土屋直知、小川弘毅の２名（独立役員とし

て届けている）においては、独立した立場からの経営全般の監視と有効な助言が期待できるため、選任

している。 

社外監査役３名は、監査役監査結果報告・会計監査結果報告のほか、常勤監査役から監査を実施する

上で必要な会社情報の説明や資料を受けるとともに、取締役会の構成メンバーとして出席し、監査役会

決議の討議討論及び中立的な立場からの発言を行い、経営全般の監視と監督を行っている。 

  

④ 役員の報酬等 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 
  

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

  連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していない。 

  

ハ 役員の報酬等の額の決定に関する方針 

当社の取締役の報酬については、職務遂行の対価として、株主総会で決議された報酬総額の範囲内に

おいて、取締役会で定める一定の基準により支給している。なお、業績や経営見通しなどを勘案し、増

減する場合がある。また監査役の報酬については、株主総会で決議された報酬総額の範囲において一定

の基準に基づき監査役の協議によって定めている。 

  

役員区分 
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名) 基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役(全て社内取締役) 307 307 － － － 13

監査役(社外監査役を除く) 56 56 － － － 2

社外監査役 14 14 － － － 3
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⑤ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 
  

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額

が資本金額の100分の1を超える銘柄 

 
  

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 

 
  

 銘柄数 159銘柄

 貸借対照表計上額の合計額 10,022百万円

銘柄 
株式数
(株) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

保有目的 

㈱西日本シティ銀行 6,670,382 1,841 
財務・総務・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 3,225,138 1,280 
財務・総務・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

西日本鉄道㈱ 2,000,000 722 
総務・営業に係る業務のより円滑な推進の
ため 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 1,059,710 519 
財務・総務・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

松竹㈱ 640,000 497 
建築設備の営業に係る業務のより円滑な推
進のため 

西部瓦斯㈱ 1,668,000 437 
総務・営業に係る業務のより円滑な推進の
ため 

大和ハウス工業㈱ 300,000 316 
建築設備の受注施工に係る業務のより円滑
な推進のため 

㈱正興電機製作所 619,368 291 
総務・資材・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

サッポロホールディングス㈱ 300,000 146 
建築設備の営業に係る業務のより円滑な推
進のため 

㈱三越伊勢丹ホールディングス 144,195 144 
建築設備の営業に係る業務のより円滑な推
進のため 

日本空港ビルデング㈱ 100,000 129 
建築設備の営業に係る業務のより円滑な推
進のため 

松井建設㈱ 330,000 117 
建築設備の受注施工に係る業務のより円滑
な推進のため 

アール・ケー・ビー毎日放送㈱ 145,840 113 
総務・営業に係る業務のより円滑な推進の
ため 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 36,183 111 
財務・総務・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

㈱福岡中央銀行 250,000 101 
財務・総務・営業に係る業務のより円滑な
推進のため 

 

前事業年度 
(百万円) 

当事業年度
(百万円) 

貸借対照表 
計上額の合計額

貸借対照表 
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

減損処理 
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － － －

非上場株式以外の株式 989 957 21 37 19 △286
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⑥ 会計監査の状況 

会計監査業務については、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品取

引法監査を受けている。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補

助者の構成については以下のとおりであり、当社と同監査法人または業務執行社員との間には、特別な

利害関係はない。 

  

１．当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人及び継続監査年数 

 業務執行社員：奥村 勝美、新日本有限責任監査法人所属 

 業務執行社員：柴田 祐二、新日本有限責任監査法人所属 

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略している。  

２．当社の監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士３名 会計士補等８名 その他６名 
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(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

前連結会計年度及び当連結会計年度 

当社の連結子会社である九連環境開發股份有限公司は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワー

クに属している安永會計師事務所に対し、財務諸表監査や税務監査等の報酬として、１百万円を支払っ

ている。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

前連結会計年度 

 該当事項なし。 

当連結会計年度 

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、組織再編等に関する支援

業務についての対価である。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はないが、監査日程等を勘案し、協議の上決定している。  

  

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 52 ― 50 1 

連結子会社 7 ― 7 0 

計 59 ― 57 1 
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 (セグメント情報) 

  【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日) 

 
(注)１ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1)事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

(2)各事業区分に属する主要な事業の内容 

 
  ２ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれている。 

 
 

設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 231,695 7,513 6,179 245,388 ― 245,388

(2)セグメント間の内部売上高又 
は振替高 

466 2,734 18,494 21,695 (21,695) ―

計 232,162 10,247 24,674 267,084 (21,695) 245,388

営業費用 225,874 9,677 24,444 259,995 (21,622) 238,373

営業利益 6,287 570 229 7,088 (    73) 7,014

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出 

   

資産 191,139 32,317 17,034 240,492 (16,616) 223,875

減価償却費 2,084 114 313 2,512 (  33) 2,479

資本的支出 2,578 196 1,530 4,304 (  46) 4,257

 
 

設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 212,353 7,224 6,312 225,891 ― 225,891

(2)セグメント間の内部売上高又 
は振替高 

1,189 2,742 15,147 19,078 (19,078) ―

計 213,543 9,966 21,459 244,969 (19,078) 225,891

営業費用 208,903 9,314 21,202 239,420 (18,971) 220,448

営業利益 4,640 652 257 5,549 (   106) 5,442

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出 

   

資産 181,689 31,088 16,645 229,423 (16,860) 212,562

減価償却費 2,248 132 503 2,885 (  33) 2,851

資本的支出 3,282 193 1,362 4,838 (  89) 4,748

設備工事業 ：配電線工事及び建築設備工事全般に関する事業 

リース事業 ：自動車・ＯＡ機器・情報通信機器等のリース事業 

その他の事業 ：不動産販売事業、電気及び空調管機器販売事業、ソフトウェア開発事業、 
風力発電事業、人材派遣事業、遠隔画像診断支援サービス、ゴルフ場経営等 
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    ３ 会計処理基準に関する事項の変更 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 (1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事項(1)重要な資産の評

価基準及び評価方法」に記載のとおり、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用している。 

    これに伴う、当連結会計年度における各セグメントの営業利益に与える影響は軽微である。 

 (2)リース取引に関する会計基準の適用 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号 平成19年３月30日）を適用している。 

    これに伴う、当連結会計年度における各セグメントの営業利益に与える影響は軽微である。 

     (3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用している。 

    これに伴う、当連結会計年度における各セグメントの営業利益に与える影響はない。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 (1)工事契約に関する会計基準等の適用 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事項(4)重要な収益及び

費用の計上基準」に記載のとおり、当連結会計年度から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）を適用している。 

    この結果、当連結会計年度の設備工事業の売上高が5,250百万円、営業利益が93百万円増加している。 

 (2)「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その3）の適用 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

3）」（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用している。 

 これに伴う、当連結会計年度における各セグメントの営業利益に与える影響はない。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成21年４月１
日 至 平成22年３月31日) 
全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも

90％を超えているため、記載を省略している。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成21年４月１
日 至 平成22年３月31日) 
連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満で重要性がないため、記載を省略している。 
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【関連当事者情報】 

Ⅰ 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 
  

(追加情報) 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号 平成18年10月17日)

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17

日)を適用している。 

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

  (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等 

 
(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

２ 議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（0.07％）、光洋電器工業㈱（0.07％）、及び西日本プラ

ント工業㈱（0.02％）である。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   配電線工事の請負については、当社にて総原価を積算した見積価格を提示し、毎期価格交渉の上請負価格

を決定している。また、建設工事の請負については、当社の見積価格を提示し、先方との交渉の上決定して

いる。 

  

Ⅱ 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

１ 関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

  (ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等 

 
(注) １ 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

２ 議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（0.07％）、光洋電器工業㈱（0.07％）、及び西日本プラ

ント工業㈱（0.02％）である。 

３ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   配電線工事の請負については、当社にて総原価を積算した見積価格を提示し、毎期価格交渉の上請負価格

を決定している。また、建設工事の請負については、当社の見積価格を提示し、先方との交渉の上決定して

いる。 

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

九州電力㈱
福岡市
中央区

237,304 電気事業

直接  
30.30  
間接 
0.16

建設工事の請負施工
役員の兼任１名

工事請負施工 56,071 

完成工事
未収入金

7,929

未成工事

受入金
401

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

九州電力㈱
福岡市
中央区

237,304 電気事業

直接  
30.29  
間接 
0.16

建設工事の請負施工
役員の兼任１名

工事請負施工 54,079 

完成工事
未収入金

8,478

未成工事

受入金
343
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２．算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
  

 (2) １株当たり当期純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 1,148.17円
 

１株当たり純資産額 1,202.57円

１株当たり当期純利益 12.07円
 

１株当たり当期純利益 55.12円

項   目
（平成21年３月31日) 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日) 
当連結会計年度末

純資産の部の合計額(百万円) 86,330 90,409 

普通株式に係る純資産額(百万円) 85,474 89,506 

差額の主な内訳(百万円) 

 少数株主持分 855 902 

普通株式の発行済株式数(千株) 83,005 83,005 

普通株式の自己株式数(千株) 8,561 8,576 

１株当たり純資産額の算定に 

用いられた普通株式の数(千株) 
74,444 74,429 

項   目 (自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度

当期純利益(百万円） 899 4,102 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 899 4,102 

普通株式の期中平均株式数(千株) 74,476 74,435 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度

該当事項なし 連結子会社33社が加入する九電工グループ厚生年金基
金は、確定給付企業年金法に基づき、厚生年金基金の代
行部分について、平成22年５月31日に厚生労働大臣に将
来分支給義務免除の認可申請を行っている。この申請が
認可された場合、平成23年３月期中に過去分返上の認可
を受けることを見込んでいるが、その認可及び返上の時
期、損益への影響額等は未定である。 
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平成21年６月25日

株式会社九電工 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  
＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社九電工の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 
  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社九電工

の平成21年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報

告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社九電工が平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成22年６月11日

株式会社九電工 

取締役会 御中 

 

   

   

   

＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社九電工の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連
結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 
追記情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度
より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社九電工

の平成22年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用
並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完
全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、株式会社九電工が平成22年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の
基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成21年６月25日

株式会社九電工 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社九電工の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第81期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社九電工の平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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平成22年６月11日

株式会社九電工 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社九電工の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第82期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社九電工の平成22年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「重要な会計方針」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「工事契約に関する会計基準」及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月30日 

【会社名】 株式会社九電工 

【英訳名】 KYUDENKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  橋 田 紘 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 福岡県福岡市南区那の川一丁目23番35号 

【縦覧に供する場所】 株式会社九電工東京本社 

 （東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60)） 

 株式会社九電工大阪支店 

 （大阪市北区豊崎五丁目６番２号(北梅田大宮ビル)） 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 



代表取締役社長 橋田紘一は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企

業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制

の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに

準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

た。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統

制の有効性に関する評価を行った。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用関連会社について、財

務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社34社と持分法適

用関連会社１社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制

の評価範囲を合理的に決定した。なお、連結子会社13社及び持分法適用関連会社２社については、金額的

及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、当社の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引

消去後）が、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達していることから、「重要な事業拠点」を当

社とした。 

 選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として完成工事高、完成

工事未収入金及び未成工事支出金に至る業務プロセスを評価の対象とした。 

 さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な

虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい

取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プ

ロセスとして評価対象に追加している。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

した。 

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年6月30日 

【会社名】 株式会社九電工 

【英訳名】 KYUDENKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  橋 田 紘 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 福岡県福岡市南区那の川一丁目23番35号 

【縦覧に供する場所】 株式会社九電工東京本社 

  (東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60)) 

 株式会社九電工大阪支店 

  (大阪市北区豊崎五丁目６番２号(北梅田大宮ビル)) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 



当社代表取締役社長橋田紘一は、当社の第82期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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